
日本は地震大国と呼ばれ、その歴史には多くの大災害が刻まれています。
特に1923 年の関東大震災は、近代国家となった我が国の首都に未曽有の被害をもたらし、約 10万人が命を落としました。その後も、1948 年の福井地震、1995
年の阪神・淡路大震災、そして2011 年の東日本大震災など、多くの震災が発生しています。これらの災害を通じて明らかになったのは、災害が起きた地域の地理的
特性や社会構造が被害の規模に大きな影響を与えるということです。阪神・淡路大震災では、都市部における老朽化した建物の倒壊や密集した住宅街での火災が
大きな被害をもたらしました。新耐震基準後に建設された建物とは大きく被害が異なっており、新耐震基準に一定の評価が下りました。一方、東日本大震災では津波
による被害が甚大であり、沿岸部の住民が特に大きな影響を受けました。さらに3つの原子炉が同時にメルトダウンするという後年にわたり被害が継続する重大な事
故も発生しました。

阪神・淡路大震災が発生したのは午前 5時 46 分、まだ多くの人が睡眠中の時間帯でした。このように、災害の発生時刻は、被害の規模に直接的な影響を及ぼ
します。1923 年の関東大震災（午前 11時 58 分）は昼食を準備している時間帯に発生したため、各地で出火し、都心部は大火災が発生しました。また1948 年の福
井地震（午後 5時 13 分）は夕方の時間帯に発生し、多くの人が帰宅途中で被災しました。
一方で、2016 年の熊本地震の本震（午前 1時 25 分）は深夜に発生し、多くの住民が自宅で被災しました。この場合、余震への恐怖や夜間の避難の難しさが混乱

を助長しました。また、2018 年の大阪北部地震は通勤・通学時間帯（午前 7時 58 分）に発生し、公共交通機関が停止することで多くの人々が混乱に直面しました。

これらの事例から、災害の発生時刻に応じた避難計画やシミュレーションが必要であることが分かります。災害は昼夜を問わず発生する可能性があることを念頭に、
どんな内容の災害が起こっても柔軟に対応できるよう、策を講じておくことが今後ますます重要であると言えます。

災害発生後の復旧・復興プロセスにおいて、公費による適切な計画は不可欠であると言えるでしょう。しかしながら現実には予算確保やさまざまな手続きが非常に
煩雑で、結果復旧作業が遅れるケースはよく耳にします。阪神・淡路大震災後には、多くの仮設住宅が建設されましたが、建設までには非常に時間がかかり、また多
額の建設コストを必要としました。さらに、地域住民の求めるニーズと行政側の方針がずれて、本当に必要な支援が提供されないといったケースも見受けられました。
こうしたさまざまな課題は災害のたびに問題となり、徐々に改善されてきましたが今なお多くの課題が残っています。これらに対処するためには、平時からの財源確保
や災害対応マニュアルの整備が重要です。また、地域住民と民間事業者、非営利団体との連携など、官民が一体となった体制を構築する必要があります。これは昨
年発生した台湾花蓮地震において、花蓮県、市政府と企業、ボランティア団体間で事前に構築されていたシステムが参考となるでしょう。

近年、災害対応において「災害ケースマネジメント」の重要性が注目されています。これは、被災者一人ひとりのニーズを把握し、適切な支援を行うためのプロセス
です。阪神・淡路大震災や東日本大震災の経験から、画一的な支援では十分でないことが明らかになっています。
例えば、高齢者や障害者、外国人といった災害時要配慮者には、それぞれに合った支援が必要です。災害ケースマネジメントでは、個別の状況を丁寧に把握し、多
機関連携による包括的な支援を目指します。各自治体ではこうした支援を行うため、さまざまな取り組みを行なっていますが、その実現には、専門人材の育成やデータ
共有の仕組み作りが欠かせません。住民や事業者側にもこれらの仕組みを把握できる人材を養成していく必要があるでしょう。

阪神・淡路大震災は、防災士が誕生するきっかけとなりました。この震災を通じて、「自助」と
「共助」の重要性が認識され、災害に対する知識を持つ人材が地域において重要な役割を果た
す必要性が広く認識されたのです。2003 年に創設された防災士制度は、災害時の初期対応や
地域防災力の向上を目的として、多くの有資格者を輩出してきました。2024 年末には 30 万人
を超え、その数はさらに今後増えていくことでしょう。
防災士は、災害発生時における避難誘導や救助活動だけでなく、平時からの防災啓発や防
災訓練の場においても活躍しています。例えば、地域の自主防災組織と連携し、高齢者向け避
難訓練の企画、子どもたちに災害時の安全行動を教えるワークショップを開催するなどの事例
があります。また、東日本大震災の際には、多くの防災士が被災地でボランティア活動を行い、避
難所運営や物資の仕分けなどに尽力しました。
さらに、防災士は行政や企業との災害対策上の橋渡し役としても期待されています。企業内に
防災士を配置することで、従業員の安全確保や事業継続計画（BCP）の策定がスムーズに進む事例も増えています。
防災士がより効果的に機能するためには、定期的なスキルアップや地域との連携強化が欠かせません。特に、最新の災害事例や技術を学び続けることが、地域防
災力の向上につながります。

阪神・淡路大震災から30年を迎えた今、過去の教訓を生かし、次の災害に備えるための取り組みを進めることが求められます。
具体的には、以下の3点が重要です。
　●地域防災力の向上：住民一人ひとりが防災意識を高め、自ら行動できる環境を整える。
　●迅速な復旧体制の構築：公費の効率的運用と官民連携によるスムーズな復旧プロセスを確立する。
　●多様なニーズへの対応：災害ケースマネジメントの普及により、被災者個別の状況に応じた支援を提供する。
また、防災士の活躍を促進し、地域社会全体で災害への備えを強化することも欠かせません。30年という節目を機に、防災の
未来を見据えた取り組みを一歩ずつ進めていきましょう。過去の教訓は、未来の命を守るための貴重な財産です。

阪神・淡路大震災から30年目に、
あらためて防災課題について考える

災害発生「時刻」と「被害」の関連

各災害の発生時刻と死亡原因

2024年1月1日、元日に起きた能登半島地震は、全国民に衝撃を与えました。

私は、発災当日のうちに現地へ支援調査に入りましたが、その後6月、そして1年後の本年元日にも現地を訪問し、

改めて復旧・復興事業の遅れと、半島という地理的条件が抱える多くの課題を痛感しました。

また2025年1月17日で、阪神・淡路大震災から30年が経過しました。

この節目の年に、私たちは過去の教訓を振り返り、次の災害に備えるための課題を再確認する必要があります。

ここでは、日本の災害の歴史や被害の特性、復旧プロセスの課題、

そして現代における災害ケースマネジメントの重要性について考察したいと思います。

災害の歴史に学ぶ

　　　 災害名 発生日時 発生時刻 時間帯 死者数 主な死亡原因 マグニチュード 備　考

関東大震災 1923年9月1日 11:58 昼間 約105,385 火災 7.9 昼食時間帯、建物の不燃化不足

昭和南海地震 1946年12月21日 4:19 早朝 1.443 津波 8 早朝の津波に避難間に合わず

阪神・淡路大震災 1995年1月17日 5:46 早朝 6,434 建物倒壊 7.3 旧耐窟基準の建物が多かった

新潟県中越地震 2004年10月23日 17:56 夕方 68 土砂崩れ 6.8

東日本大震災 2011年3月11日 14:46 日中 15,900 津波 9 広範囲に津波来襲

熊本地震 2016年4月14日 21:26 夜間 211 建物倒壊 7.3 2度の震度7で建物倒壊、災害関連死増

大阪北部地震 2018年6月18日 7:58 朝 6  6.1 小学生がプロック塀の下敷き（建築基準法違反）

北海道胆振東部地震 2018年9月6日 03:07 深夜 44 土砂崩れ 6.7 全道ブラックアウト

R6能登半島地震 2024年1月1日 16:10 夕方 489 建物倒壊 7.6 旧耐震基準建物倒壊、災害関連死の増加
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